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1.	 はじめに
　研究基盤に関する議論は，重要ではあるが最
適な政策が見出されることなく，ハード面の整
備を中心に実施されてきており，国の財政の悪
化とともにその問題は顕在化し，文部科学省を
中心とした研究基盤の共用化政策が実施されて
きた。研究基盤に関する学術的な先行研究は乏
しく，江端（2020）［1］ではこれらの政策的な
議論について初めて言及がなされ，その議論の

場の重要性とともに，研究
力を向上させるための研究
開発環境イノベーション

特集・研究力を強化する研究環境改革と研究基盤マネジメント

オールジャパンの 
高度技術人財養成システム 
「TC カレッジ」の開発

江 端 新 吾*

　第 6期科学技術・イノベーション基本計画等，重要科学技術・イノベーション政
策において大学における技術職員は，我が国の研究力強化をチーム一体となって推
進していくための重要なキーパーソンとして大きな注目を浴びてきている。東京工
業大学では，2019年に大学経営改革推進のための次世代型の人事戦略を，同時に
これまで研究設備・機器という「モノ」にばかり着目されていた現状に，「ヒト」
すなわち「人財」の視点を加える大きなきっかけとなった，新たな次世代型の研究
基盤戦略を発表した。
　本論文では，東京工業大学の次世代経営戦略に基づき設立に至った，高度な技術
人財を養成する革新的なシステムである「TCカレッジ」に関するシステムの詳細
と現状について報告する。高度な技術人財に関する課題は，決して 1大学で取り組
むべきものではない産学官における最重要事項であるため，オールジャパン化の必
要性とそのためのグランドデザインのあり方についても議論する。

の課題と大学における研究基盤戦略のあり方に
ついて明示された。以後，研究・イノベーショ
ン学会研究基盤イノベーション分科会（IRIS）
の取り組みにより，研究基盤に関する学術的な
議論が進んだ。
　研究基盤政策は，第 6期科学技術・イノベー
ション基本計画等，科学技術政策における「研
究環境改革」に位置付けられ，大学における技
術職員等は，我が国の研究力強化をチーム一体
となって推進していくための重要なキーパーソ
ンとして大きな注目を浴びてきている。基本計
画に基づき新たに先端研究基盤共用促進事業
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（コアファシリティ構築支援プログラム）［2］
が開始し，技術職員の活用，組織化，キャリア
パスの構築等も事業内容に含まれるようになっ
た。また，2022年 3月に文部科学省より発出さ
れた「研究設備・機器の共用推進に向けたガイ
ドライン」［3］を策定し，国公私立大学にお
ける研究基盤の共用のあり方を指し示すととも
に，「人財」に関する新たな視点について言及
し，研究基盤はハード（施設・設備）とソフト
（人財・システム）全般であることを改めて定
義している。さらに，日本学術会議若手アカデ
ミーが 2023年 9月に発出した「見解「2040年
の科学・学術と社会を見据えていま取り組むべ
き 10の課題」」［4］では，技術職員の研究力強
化に対する重要性が明記されており，我が国の
若手研究者にとっても技術職員のこれからのあ
り方は大変重要なものとなっている。これらの
政策の変遷については本特集号の江端（2024）
［5］を参考にされたい。
　東京工業大学（以下，東工大）では，ガイド
ラインに先立ち，2019年に大学経営改革推進の
ための次世代型の人事戦略を発表した［6］。そ
して，同時にこれまで研究設備・機器という
「モノ」にばかり着目されていた現状に，「ヒ
ト」すなわち「人財」の視点を加える大きな
きっかけとなった新たな次世代型の研究基盤戦
略（図 1）を発表した［7］［8］。東工大次世代
研究基盤戦略実現のために，技術職員の高度化

および人財養成システムの構築は急務となっ
た。これにより誕生したのが，高度技術人財の
新たな称号である「テクニカルコンダクター
（TC: Technical Conductor）」と東工大を中心とし
たオールジャパンの人財養成システム「TCカ
レッジ」である［9］。
　本論文では，高度な技術人財を養成する革新
的なシステムである「TCカレッジ」に関する
システムの詳細と現状について報告し，この課
題は決して 1大学で取り組むべきものではない
産学官における最重要事項であるため，オール
ジャパン化の必要性とそのためのグランドデザ
インのあり方について議論する。

2.	 東京工業大学における新たな人事戦略制
度「次世代人事戦略」

　東工大では，経営改革の根幹に人事制度改革
が必須という信念のもと，2019年に国立大学法
人では実現が困難であった人事制度を大き
く改革するためのビジョン「東工大次世代人
事戦略」を打ち出した［6］［7］。その全体像を
図 2に示す。東工大次世代人事戦略は，研究者
という非常に特殊な職とそれを支援する職に関
して，形式的な規定に囚われていた制度を見直
し，適材適所に戦略的な人事ができるように
した画期的なものである。具体的には，組織
の主な構成員である，研究者，事務職員，
URA，そして技術職員に関して新たなキャリア

人財

図 1　東工大次世代研究基盤戦略（2019）
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パスを提示し，職種の間のキャリアチェンジ
を可能とする斬新な制度である。一見シンプ
ルで当たり前のような制度のように見えるがこ
れを国立大学法人で実現するためには，複雑に
絡み合った様々な課題を解決しなければならな
い。このような課題に関しては本特集号に掲載
されている玉岡ほか（2024）［10］に歴史的な
経緯が整理されているので参考にされたい。
　技術職員は，従来の制度であればほとんど
の国立大学法人において事務職の課長補佐相当
までしか到達できない制度となっていた。東
工大における技術職員の職階は「技術職員」－
「技術専門員」－「主任技術専門員」の 3段階
であり，ここに部門長等の組織の役職が絡み
非常にわかりづらい状況にあった。また俸給
表の級がこの 3段階ともマッチしないこと，そ
して同じ職員である事務職員には 6級以上が存
在するにも関わらず，技術職員には存在しない
等，かなりバランスの悪い制度となっており職
員の不満も溜まっていた。
　東工大では，その壁をまず打破するために，
先に挙げた 3つの職階に「上席技術専門員」「主
幹技術専門員」という 2つの職階を加え，給与

体系も事務職員と同等になるよう改正した。さ
らに，マネジメントに特化した新たな職「マネ
ジメント専門職（マネジメント教員，マネジメ
ント職員）」を作り，技術職員であってもマネ
ジメント能力が高い職員やマネジメントの専
門人財を目指す職員は，その専門職にキャリア
チェンジできるようなものとなった。これは他
大学のモデルとなるような画期的な制度として
高く評価されることとなった［11］。このほか東
工大次世代人事戦略に基づき，どのような職
種の構成員であっても適材適所に配置できる
ような新たな制度の開発を続けており，構成員
の意識改革にも大きな影響を与えている。
　このような新たな技術職員の制度改革は，次
項から紹介する新たな称号制度「テクニカルコ
ンダクター（TC: Technical Conductor）」との組
み合わせにより具体化することになる。

3.	 新たな称号制度「テクニカルコンダクター
（TC:	Technical	Conductor）」

　東工大コアファシリティ構想［8］では，高
い技術力・研究企画力を持つ高度専門人財を
「テクニカルコンダクター（以下，TC）」として

多様なキャリアパスを実現するフリーでフラットな戦略的な⼈事を実現
図 2　東工大の未来を拓く「次世代人事戦略」

（東工大統合報告書 2021より引用）
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認定する称号制度を新たに設立した。TC制度
における研究企画力は，研究支援企画力も含め
た幅広い意味を持つ。研究者の研究力向上に資
する技術職員等の新たなあり方として，研究者
がどのように研究企画を行なっているかを理
解し，TCは将来的には研究者の研究企画に対
して示唆を与えられるような人財になることを
想定している。
　TC人財像の 4つの特徴を図3に示す。TCは，
技術職員等に求められる「高い技術力」はもち
ろんのこと，「幅広い知識」，「高いコミュニ
ケーション力」，「技術の伝承」，さらに「組織
運営」などの能力を，大学として正式に評価
する指標となるものである。TCは，研究基盤
に関する高度専門人財として，また，技術職員
等の指導的立場として，組織の研究力向上やレ
ベルアップに貢献することが求められる。そ
して，TCを各所に認知し，厚遇することで，
大学およびアカデミアに参画する技術職員等
としての明確なキャリアパスを形成すること
ができる。
　TCは，論文の成立，論文・研究成果のレベ
ルアップに技術面で貢献することを主たる業
務とする職種として，技術職員等の重要性を広
く世に認知されるように活用していくことを念
頭に，東工大が目指す国際的に卓越した研究に
伴走する人財として期待されている。TCは後

述する TCカレッジの各コースでその称号を取
得している。イメージとしては，博士（理学）
といった称号の場合の（理学）の部分それぞれ
のコースに相当するものである。技術者の評価
は長年の課題として議論されているが，一律で
実施することは不可能であるとして放置されて
きた。TCカレッジでは，研究者のそれと同じ
ように「ピアレビュー」でそれぞれの専門家に
評価されるものとし，その課題をクリアした。
　TCは博士とよく比較されることがある。学
位は“教育機関において課程の修了あるいは学
術上の能力または研究業績に基づき授与され
る称号”とされている。一般には，学問や研究
の分野で一定の水準に達した，独り立ちを許
可されたライセンス，お墨付きとも受け止めら
れている。同様の表現をすれば，TCは研究支援
において一定の水準に達した人物であり，独
自に研究支援業務を企画できることを認定す
るものといえる。博士号は学術上の能力または
研究業績に基づき授与されるのに対して，TC
は技術力と研究支援実績に基づき授与される
ので，重なり合いは多分にあるが，目指すもの
や必須な要件は異なっており，博士を持つ人財
が研究支援のプロフェッショナルを目指す際に
必要な称号として取得しキャリアアップを目指
すことも十分に期待できる。
　図 4は TCの将来像をイメージにしたもので
ある。TC取得者はTCとしての活動時間として
最大 20％のエフォートを自由に活用できるほ
か，年間 30万円（2023年度）の活動資金を東
工大オープンファシリティセンター（以下，
OFC）より支給され，研究者の積極的な支援を
後押しする仕組みとなっている。2024年 3月現
在，TC取得者は 5名となり，それぞれの特徴
を活かした研究者との共同研究等をすでに実施
しており，科学研究費補助金の分担や産学連携
プロジェクト，国内外の大型プロジェクトの共
同研究者となる等活躍をしている。論文の共著
者としての実績も増加しており，文字通り研究
力強化に資する取り組みに貢献している。
　TCを取得するためには TCカレッジに入学
し，TC論文を執筆し，審査会を経てTC課程を

図 3　TC人財像の 4つの特徴
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修了する必要がある。次項にオールジャパンの
高度技術人財養成システム「TCカレッジ」に
ついて詳細を示す。

4.	 オールジャパンの高度技術人財養成システ
ム「TCカレッジ」

　TCカレッジは，研究力を飛躍的に向上させ
る「Team東工大型革新的研究開発基盤イノ
ベーション」を実現する TCを養成するため
に，社会のニーズに合わせた TC人財像をもと

に既存のプログラムと独自に開発したプログラ
ム，そして連携企業等との共同開発プログラム
等を体系的にカリキュラム化した，産学協働の
高度技術人財養成システムである。2021年に東
工大 OFCに設置され，1年目（2021年）は東
工大学内限定，2年目（2022年）には企業を含
む学外者を受け入れ，これまでに合計で大学民
間企業を合わせて 16機関 55名が入学し，TM
取得者 30名，TC取得者 5名，2024年 3月現在
16機関 46名が在籍している（図 5）。

図 4　TCの将来像

令和５年度受講⽣は学内１５名，学外３１名の計４６名

連携機関︓ １機関
サテライト校︓ ３機関
受講⽣所属機関︓13機関 ＋本学
協⼒企業︓ ８社
（令和5年12⽉現在）

琉球⼤学⿃取⼤学

⾃然科学研究機構
（協⼒機関）

⻑岡技術科学⼤学②

⼭⼝⼤学①

東京⼯業⼤学

⼤阪⼤学②

⼤阪公⽴⼤学

名古屋⼯業⼤学

北海道⼤学①

信州⼤学②

京都⼤学

東海国⽴⼤学機構②

広島⼤学②

岡⼭⼤学

②

※各⼤学名の横の丸数字はコア
ファシリティ事業採択時期

図 5　TCカレッジの受講生と産学協働によるオールジャパンの連
携ネットワーク。令和 5年度（2023年度）の受講生は学内
15名，学外 31名の 14機関計 46名となった。
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　図 6に TCカレッジの組織図を示す。2024年
3月現在 9コースが設置されており，連携機関
として，長岡技科大，岡山大，山口大がサテラ
イト校として，自然科学研究機構が協力機関と
して，日本電子株式会社，株式会社島津製作所
をはじめ8機関が協力企業として参画している。
重要事項の審議は，教員・技術職員・事務職
員・学外委員（他機関教員・企業等も含む）で
構成されるTCカレッジ運営会議にて審議され，
TCカレッジの制度の制定，TCの認定，新たな
コースの設置等を推進している。TCカレッジ
事務局は，2023年度に新設された東工大
OFCTCカレッジ事業推進室の室員で主に構成
されている。
　図 7に TCを取得するまでの流れを示す。TC
カレッジは原則 3年間で修了するよう設計をさ
れており，入学し，カリキュラムを受講し，必
要な単位数を取得すると「テクニカルマスター
（以下，TM（Technical Master））」となり，その
後，TC論文を執筆し，TC論文審査会での審議
を経て合格となれば，TCの称号付与という流
れになっている。TMを取得する際には，初級，
中級，上級およびマネジメント科目のカリキュ
ラムから各コースで必要とされる単位を取得し
認定される必要がある。一方で，大学や企業の
技術者は本務としての業務をこなしながらの取
得となるため，「KPI」としてこれまでの実績
（共著者としての論文数，学会・研究会等での

発表実績，国家資格等）を単位に換算できる仕
組みを導入し，その効率化を図っている（図
8）。これまでの実績が十分であれば 1年で TM
取得が可能となり，評価基準の明確化とスピー
ディーに TC取得に向けた準備を実施できると
いう意味でこれまでにない仕組みといえよう。
　TC論文審査会は，国立大学法人における博
士論文審査会を模したものであり，大学組織に
馴染みのあるものであればすぐに理解できる制
度となっている。そこで発表する TC論文は，
TCカレッジにおける最重要課題であり，各 TC
取得者の成果を後世に残すものとしてその制度
設計には細心の注意を払った。TC論文は，申
請者の技術力と研究支援力を客観的に提示する
ものであるため，申請分野に密接に関係する
深さと広さを示す部分（バックグラウンドや
その分野での技術技能習得の過程）とそれを
裏付ける具体的な研究論文としての貢献，論文
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渡辺理事
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パーキンエルマー、牧野フライ
ス、エビデント、堀場製作所、
日立ハイテク

医工系TC
（岡山大）

担当：阿部
監修：多田(宏)

東工大受講生（0）

学外受講生（2）

事業推進室

TCカレッジ運営会議
東工大教員 6名
東工大技術職員 4名
東工大事務職員 2名
学外教員 1名
協力機関（教員） 1名
協力企業 2名

図 6　TCカレッジ組織図（2023年度）

⼊学

カリキュラム受講 TC論⽂

TC取得TC取得の流れ

TM

TM認定 TM : テクニカルマスター

図 7　TC取得までの流れ
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等の成果物がない場合は見極め課題（認定課
題，TC検定課題）をまとめたものを想定する。
なお，TC論文には技術職員および技術・開発
業務に従事していた期間の内容を必ず含む。緒
論では背景や意義などを十分に記述する。定
型は設定しないが，分野またはコースごとに
指導教員等と十分に話し合い，構成や内容を決
定する。その際，コースごとに理念をしっか
りまとめておく。図 9に構成例，図 10に TC取
得者の論文タイトルを示す。タイトルにあると
おり，研究支援に視点をおき，研究者の研究力
向上に資する成果が発表されている。詳細は，
東工大 OFCウェブサイトの「TCカレッジ TC
論文公開」ページ［12］を参照されたい。
　2024年 3月現在で TC取得者 5名の中から先

に紹介した東工大次世代人事戦略における「上
席技術専門員」となったものが 2名誕生し，こ
れまでの技術職員の新たなキャリアパスを実現
した。今後も TC取得者あるいはそれに相当す
る能力や経験を持つものが昇格し，数年かけて
主幹技術専門員までキャリアアップすることが
期待されている。TCカレッジの取り組みは文
部科学省科学技術・学術審議会研究開発基盤部
会での評価でもオールジャパンで取り組むべき
好事例であり，一般化し全国に展開するべきと
評価されている［13］。各大学の素晴らしい取
り組みとうまく連携しながらそれを実現してい
く「フォーマットの標準化」を着々と進めてい
る。

TCカリキュラムTC取得のためのKPITC⼈財像

・⼤学講義・講習、事務局研修等の受講
・連携企業等との共同開発プログラム受講
・マネジメント研修の受講
他、外部講習業務関連団体研修、英語研修、
メーカーとの交流等をTC像に合わせて体系的
に組み合わせる

・原著論⽂（共著・筆頭・謝辞）
・科研費採択（応募）
・学会発表
他、仕様策定委員・技術審査員、講師経
験、業務関連資格（国家資格等）、テク
ニカルレポートなどTC像に合わせて設定

研究課題の解決のため、研究者に提案・
実現に向けた⽀援ができる⼈財
・⾼い技術⼒と幅広い知識（複数分野）
・⾼い研究企画⼒
・⾼いコミュニケーション能⼒、交渉⼒
他、次世代後継者育成⼒等を兼ね備えた⼈物

TC⼈財像、TC取得のためのKPI、TCカリキュラム

Tokyo Tech Annex
と連携できる研究機関

⻑岡技科⼤、⼭⼝⼤、岡⼭⼤
⾃然科学研究機構など

協働 協働

Tokyo Tech TC College

OFCを中⼼とした
⼈財養成ネットワークの構築

海外研究機関

国内研究機関

研究機器メーカー等
島津製作所
⽇本電⼦
リガク

パーキンエルマー
牧野フライス製作所

エビデント
堀場製作所

⽇⽴ハイテク

図 8　TC人財像・KPI・カリキュラムおよび TCカレッジと外部機関の関係性

構成例を以下に記す。内容や構成は各コースで判断する。 
第1章 緒論 
申請コースの TC を申請するに至る経緯 
関係する技術、技能、手法についての記述
 TC 論文の構成 
第 2 章、第 3 章、第 4 章
  学術論文に至った業績について、著者あるいは謝辞記載者と
して論文の内容 や申請者の寄与をまとめる。特に、自身の貢
献については論文に記載されていない失敗談、改善から成功
に至る過程についても可能な限り記述する。 

 3 題材(3 章)程度は必要 
上記の学術論文がない場合は、見極め課題(認定課題、TC 検定
課題)の趣旨と結果をまとめる。その中には、支援業務等で
行った(作った)工夫や得られたものの位置付け、どのように利
用されたかなどを具体的に記述する。

第5章 結論 
論文をまとめ、TC としての申請者のアピールポイントや強み
を明示し、今 後の研究支援への展望を記述する。 

参考文献 Appendix(付録) 
アピールする業績や活動実績を加える。 

図 9　TC論文の構成例

【R4年度】
■タイトル︓遺伝子および形態解析技術による微生物系バイオ研究
支援
著者︓髙田綾子（主任技術専門員）

■タイトル︓X線回折・散乱法を用いた構造解析による研究支援と
高度技術人財養成に関する組織運営
著者︓梶谷孝（特任専門員）

■タイトル︓走査電子光学系を用いる分析機器での微小領域材料評
価技術を通じた研究・教育支援
著者︓多田大（技術専門員）

■タイトル︓共用クリーンルームの管理運営と半導体マイクロプロ
セス技術の開発による研究支援
著者︓松谷晃宏（主任技術専門員）

【R5年度】
■タイトル︓構造解析に代表される分析装置による高度有機系試料
への研究支援
著者︓清悦久（主任技術専門員）

図 10　TC論文タイトル一覧
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5.	 おわりに：我が国の研究力を向上するオー
ルジャパンでの高度技術人財養成のあり方

　これまで紹介してきたように TCカレッジへ
の期待が非常に大きく，研究力向上の即戦力と
なる高度技術人財の称号である TCの取得に向
けた制度設計とその基礎となる TM認定制度と
で，それぞれオールジャパンとしての役割の明
確化が求められてきている。文部科学省コア
ファシリティ事業に採択された各大学の好事例
となる取り組みをどのように活かすことができ
るか，今後十分な議論が必要となるだろう。
　TCカレッジは，産学協働の高度技術人財養
成システムとして開校したわけであるが，産業
界のみならず海外の研究機関からのニーズが非
常に高い事業である。これは高度技術人財養成
が我が国だけに止まらず，「グローバルの課題」
として認識されているものであり，1大学だけ
で十分なシステムとすることは大変困難である
ことを意味している。TCカレッジの仕組みは
高く評価されているものの，これが東工大と数
機関でしか意味のなさない制度であっては，こ
れだけの労力をかけて実施していてもコストパ
フォーマンスは非常に低くなってしまう。一方
で，現在全国の大学で実施されている好事例に

おいても，個々の大学内での取り組みとなって
おり，せっかくの素晴らしいプログラムが宝の
持ち腐れとなってしまう状況がほとんどであ
る。
　では，どうすれば高度技術人財養成のパ
フォーマンスを上げることができるだろうか。
ヒントは，TCと TMの違いにあると筆者は考
えている。図 11は，筆者が考える高度技術人
財のグランドデザインである。これを実現する
ためには，研究機関のコンソーシアムと民間企
業のコンソーシアムをどのように有機的につな
げる仕組みとするかが重要となる。TCカレッ
ジはそのキーとなるシステムとして，今後も発
展させていく所存である。本論文においては，
新たな人財養成システムとして，TC制度に
フォーカスを当てて紹介したが，オールジャパ
ンの仕組みとして標準化することは必須であ
り，それは TMの制度の進化によって実現され
るものと考える。今後は，20機関を超える研究
機関等が参画する一般社団法人研究基盤協議会
［14］との連携も視野に入れ，産官学が協働す
るオールジャパンの高度技術人財養成システム
として期待に応えれられるよう活動をしていき
たい。

アーヘン⼯科⼤学
など東⼯⼤と連携
できる研究機関

サテライト校と連
携できる研究機関

東京⼯業⼤
東京医科⻭科⼤

⻑岡技科⼤
岡⼭⼤
⼭⼝⼤
〇〇
〇〇

協働

TCカレッジを中⼼とした
⼈財養成ネットワークの構築

（同窓⽣ネットワーク）

海外研究機関

国内研究機関
協働校

島津製作所
⽇本電⼦
リガク

パーキンエルマー
牧野フライス
⽇⽴ハイテク
堀場製作所
エビデント

〇〇
〇〇

JAIMAとの
連携も想定

※JAIMA︓⽇本分析機器⼯業会
（https://www.jaima.or.jp）

協働

⾃然科学研究機構
共同利⽤・共同研究拠点

など

国内研究機関
連携機関

研究機器メーカー等のコンソーシアム国内外研究機関等のコンソーシアム

ALL JAPAN TC College

内閣府・⽂科省等の国の政策
国際卓越研究⼤学，地域中核⼤学への⽀援策

各種制度改⾰

研究基盤に関する全国ネットワーク
「⼀般社団法⼈ 研究基盤協議会」

コアファシリティ事業等の事業採択校の強固
な連携と共⽤化ガイドラインの活⽤促進

技術職員コンソーシアムの設⽴と全国的な活
動の活性化

⼀般社団法⼈ 研究基盤協議会（19⼤学︓⼤阪⼤学、⼤阪公⽴⼤学、岡⼭⼤
学、沖縄科学技術⼤学院⼤学、⾦沢⼤学、群⾺⼤学、東海⼤学、⿃取⼤学、東京医科
⻭科⼤学、東京⼯業⼤学、東北⼤学、⻑岡技術科学⼤学、名古屋⼯業⼤学、北海道⼤
学、宮崎⼤学、広島⼤学、⼭⼝⼤学、琉球⼤学、早稲⽥⼤学、3社︓島津製作所、⽇
本電⼦、⽇⽴ハイテク）

図 11　日本の科学を元気にするための技術人財養成のグランドデザイン。次世代高度研究支援の全国人財養成
ネットワークの構築による日本の科学技術力向上への貢献を目指す。
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Special Issue

Development of the All-Japan Advanced  
Technician Training System “TC College”

Shingo EBATA

In the 6th Basic Plan for Science and Technology and other important science, technology, and 
innovation policies, technical staff in universities have garnered significant attention as key players 
for promoting research. This paper reports on the details and current status of the “TC College” 
an innovative system for nurturing advanced technical staff, which was established based on Tokyo 
Institute of Technology’s next-generation human resources strategy. Furthermore, we will discuss 
on the grand design of the all-japan advanced training system for promoting research.




